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①建設事故等の定義
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事故等の分類

①労働災害（墜落・転落・その他の負傷）

②労働災害（重機）

③死傷公衆災害

④物損公衆災害（車両）

⑤物損公衆災害（ケーブル）

⑥物損公衆災害（自転車・その他）

⑦重機の水没

⑧もらい事故（交通誘導員等）

⑨交通事故（第三者）

⑩その他（重大事故に繋がる恐れ）

※細分化してデータを整理。



②建設事故等の報告
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１）土木工事共通仕様書における「安全管理」に関する記載

＜1-1-30 工事中の安全確保＞
１．受注者は、「土木工事安全施工技術指針」、「建設機械施工安全技術指針」、「港湾

工事安全施工指針（社）日本埋立浚渫協会」、「潜水作業安全施工指針（社）日本潜水
協会」及び「作業船団安全運行指針（社）日本海上起重技術協会」、JIS A 8972
（斜面・法面工事用仮設設備）を参考にして、常に工事の安全に留意し現場管理を行い
災害の防止を図らなければならない。ただし、これらの指針は当該工事の契約条項を超
えて受注者を拘束するものではない。

６．受注者は、工事期間中、安全巡視を行い、工事区域及びその周辺の監視あるいは連絡
を行い安全を確保しなければならない。

８．受注者は、「土木請負工事における安全・訓練等の実施について」に基づき、工事着
手後、作業員全員の参加により月当たり、半日以上の時間を割当て、次の各号から実施
する内容を選択し、定期的に安全に関する研修・訓練等を実施しなければならない。

１４．受注者は、工事中における安全の確保をすべてに優先させ、「労働安全衛生法」等関
連法令に基づく措置を常に講じておくものとする。特に重機械の運転、電気設備等につ
いては、関係法令に基づいた適切な措置を講じておかなければならない。

＜1-1-33 事故報告＞
受注者は、工事の施工中に事故が発生した場合には、直ちに監督職員に通報するととも

に、監督職員が指示する様式（工事事故報告書）で指示する期日までに、提出しなければ
ならない。
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２）建設工事事故等が発生した場合の事故報告について
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３）事故報告書様式
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事故発生

受 注 者

発注者（各地域振興局）

土木技術管理課

土 木 部 長

監 理 課

報
告

事業主管課

本庁事故等調査委員会

当該事故に関する安全管理の
適否について審議

報
告

報
告

報
告

報
告

①

②
③

④ ⑥

①事故等調査委員会の開催が
必要な場合、各発注機関へ開
催要請を通知。
②事故等調査委員会開催に必
要な資料の提出を依頼。
③事故等調査委員会開催に必
要な資料の提出。
④提出された資料を基に、局
事故等調査委員会を開催し土
木技術管理課へ提出。
⑤本庁事故等調査委員会の開
催。
⑥本庁事故等調査委員会の審
議結果を通知。
⑦安全管理に関する審議結果
を通知。

⑦

◇事故等調査委員会開催の判断に
ついては、労働基準監督署、怪我
の完治状況及び補修費用等を基に
して判断。
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４）建設事故等調査委員会開催に伴い提出が必要な資料

11）事故発生に係る時系列整理表１）事故発生当日の作業概要及び作業内容の詳細

12）事故発生後に開催された「再発防止対策会議」等資料２）事故発生状況の資料（図面及び写真等）

13）事故発生後に労働基準監督署からの求めに応じて提出し
た資料（労働者死傷病報告書等）

３）工事発生前月末時点での工事進捗状況

14）事故発生後に労働基準監督署から交付された資料（指導
票、是正勧告書等）

４）当日の作業体制（下請、警備員等全ての作業員）

15）被災された方の診断書（個人情報となるため、本人の承
諾を得た上で提出のこと）

５）事故発生当日の作業員等の配置図

16）施工計画書（当初）６）事故発生当日の現場代理人の所在

17）労働災害の場合は、「完治日」及び「現場復帰日」が後
ほど必要になります

７）事故発生前（一週間程度）の作業日報及び危険予知活動
の資料

18）物損公衆災害（ケーブル切断、一般車両損傷等）の場合
は補修に係る見積書

８）新規入場者がある場合には、新規入場者教育資料

19）熱中症の場合は、「暑さ指数の低減、休憩所の整備、服
装、作業時間の短縮、暑熱順化への対応、水分・塩分の摂取、
プレークーリング、日常の健康管理、異常時の措置等につい
ての各種資料

９）月１回の開催が必要な「安全訓練」等の資料

20）車両系建設機械及び振動工具等の各種規定に基づいた資
格等の資料

10）店社パトロール資料（事故発生前の直近で実施されたも
の）

※建設事故等の発生状況（内容）により、提出頂く資料が異なります。
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労働基準監督署の監督処分

（１）司法処分（送検）

（２）命令書（使用停止等命令書）

（３）是正勧告書

（４）指導票・安全衛生指導書

［指導票・安全衛生指導書］：警告

労働法令違反には該当しないが、
労働法令の趣旨に照らして改善し
た方が好ましいと思われる事項、
又は後々労働法令違反につなが
る可能性のある事項などを確認し
た場合に交付される。

５）労働安全衛生法及び関係政省令の体系図等資料



-１０-

６）労働基準監督署関係様式（労働者死傷病報告、使用停止等命令書）
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６）労働基準監督署関係様式（是正勧告書、指導票）
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６）労働基準監督署関係様式（安全衛生指導書、改善報告書）



③建設工事データベース

（ＳＡＳ）への登録

-１３-



-１４-

１）建設工事事故データベース（ＳＡＳ）の概要

工事受注者

工事発注者

各事業主管課

土木部長
（土木技術管理課）

①事故発生連絡
Ⅰ電話

②事故の第一報
Ⅰ電話
Ⅱ報告書

③事故の第一報
Ⅰ電話
Ⅱ報告書

S
A
S
セ
ン
タ
｜

国
土
交
通
省

データベース登録

データベースに登録する必要がある場合
発注者は受注者に事故番号・パスワードを連絡 工事発注者

工事受注者

③事故番号・パスワード
の連絡

④作成・登録
（請負事故報告書を
作成し発注者へ送信）

工事発注者

①作成・登録
（事故発生状況調書を作成送信）

②事故番号・パスワード

注：SASへの登録（送信）は⑦で行う。
ここでは登録しないこと。

⑤印刷物２部提出
【印刷物１部保管】

各事業主管課

請負者事故報告書、
発注者用事故報告書
を３部作成し提出する。

⑥印刷物１部提出
【印刷物１部保管】

土木部長
（土木技術管理課）⑦登録

【SASセンター】ホームページアドレス http://sas.hrr.mlit.go.jp

★報告書よりまず電話

http://sas.hrr.mlit.go.jp
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２）建設工事事故データベースに登録する対象事故の定義

事故の定義事故の分類

工事作業場内又はその隣接区域（以下「工事区域」という。）において、工事関係作業が
起因して、工事関係者が死亡又は負傷した事故。
資機材・工事製品輸送作業（土木工事共通仕様書の総則「1-1-32 交通安全管理第２
項」に規定された安全輸送上の計画に記載された作業。以下「輸送作業」という。）が起
因して工事関係者が死亡又は負傷した事故。

なお、ここでいう負傷とは、休業４日以上の負傷をいう。
＊工事作業場： 工事を施工するに当たって作業し、材料を集積し、又は機械類を置く等
工事のために、固定あるいは移動柵等により周囲から明確に区分して使用する区域内をい
う。
＊隣接区域： 本来、工事作業場外での作業は禁じられているが、適切な安全対策のもと
に作業上やむを得ず使用する工事作業場に接続した区域をいう。

労働災害
（工事作業が起因して、
工事関係者が死傷した事
故）

工事区域において、当該関係者以外の第三者が起因して工事関係者が死亡又は負傷した事
故。

なお、ここでいう負傷とは休業４日以上の負傷をいう。

もらい事故
（第三者の行為が起因し
て、工事関係者が死傷し
た事故）

工事区域における工事関係作業又は輸送作業が起因して当該工事関係者以外の第三者が死
亡又は負傷した事故。

なお、ここでいう第三者の負傷とは休業４日以上もしくはそれに相当する負傷をいう。

死傷公衆災害
（工事作業が起因して、
当該工事関係者以外の第
三者が死傷した事故）

工事区域における工事関係作業又は輸送作業が起因して第三者の資産に損害を与えた事故
で、第三者の死傷に繋がる可能性の高かった事故。

物損公衆災害
（工事作業が起因して、
当該工事関係者以外の第
三者の資産に損害が生じ
た事故）



④工事成績評定（減点）に
ついて
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建設事故又は公衆災害を起こした場合の工事成績評定（減点）
について

注５
注３

注１

注５
注４

注１

◆作業員個人の責めに帰すものは含まな

い　注６

◆事故の原因が第三者の行為によると

認められる場合は除く　注７

◆事故の原因が第三者の行為によると

認められる場合は除く　注７

建設事故に伴う工事成績評定に係る減点の考え方

―８点 （文書注意）

―５点 （口頭注意）

―３点

―８点 （文書注意）

―５点

―３点

（口頭注意）

死亡事故

休業４日以上の事故 注５

死亡事故

休業４日以上の事故 注５

又は第三者の財産に関する重大な危害・迷惑

重傷事故（２ヶ月以上の休業）
又は人的被害を伴わない重大事故

建設工事の施
工に伴う災害

労働災害

公衆災害
重傷事故（２ヶ月以上の休業）

「指名停止該当処分通知書」を土木部長（監理課建設業係）

あて通知すること。

ただし、安全管理が適切であった場合は除く。

「指名停止該当処分通知書」を土木部長（監理課建設業係）

あて通知すること。

ただし、安全管理が適切であった場合は除く。

熊本県が発注した工事において、工事関係者が死傷するなどの事故を起
こした場合、あるいは一般住民を巻き込むなどの重大な公衆災害を起こ
した場合には、工事成績評定において安全管理の措置が不適切であった
かどうかを判断のうえ、減点することとされています。

「法令遵守等」
の項目で減点。

農計技管第１１６６号
土技第５７６号
平成２１年３月31日



⑤関係法令・基準等の

ポイント
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（労働安全衛生法）
第２９条 元方事業者は、関係請負人及び関係請負人の労働者が、当該
仕事に関し、この法律又はこれに基づく命令の規定に違反しないよう必要
な指導を行なわなければならない。
２ 元方事業者は、関係請負人又は関係請負人の労働者が、当該仕事に
関し、この法律又はこれに基づく命令の規定に違反していると認めるとき
は、是正のため必要な指示を行なわなければならない。
３ 前項の指示を受けた関係請負人又はその労働者は、当該指示に従わ
なければならない。

元請は下請に対し、適正な指導・指示を行わなけ
ればならない。

※下請業者に関連する事故であっても、元請が責任を問われることがある。

（労働基準監督署から元請・下請け双方に「是正勧告書」が出された事故事例
有り）

ポイント

関係法令基準（１）
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（労働安全衛生規則）
第５１８条 事業者は、高さが二メートル以上の箇所（作業床の端、開口部等を除
く。）で作業を行なう場合において墜落により労働者に危険を及ぼすおそれのある
とは、足場を組み立てる等の方法により作業床を設けなければならない。
２ 事業者は、前項の規定により作業床を設けることが困難なときは、防網を張り、
労働者に安全帯を使用させる等墜落による労働者の危険を防止するための措置を講
じなければならない。
第５１９条 事業者は、高さが二メートル以上の作業床の端、開口部等で墜落によ
り労働者に危険を及ぼすおそれのある箇所には、囲い、手すり、覆い等（以下この
条において「囲い等」という。）を設けなければならない。
２ 事業者は、前項の規定により、囲い等を設けることが著しく困難なとき又は作
業の必要上臨時に囲い等を取りはずすときは、防網を張り、労働者に安全帯を使用
させる等墜落による労働者の危険を防止するための措置を講じなければならない。

高さ２メートル以上の箇所での作業にあたっては、
適切な作業床設置、転落防止措置等を実施しなけれ
ばならない。

ポイント

関係法令基準（２）
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（労働安全衛生規則）
第１５７条 事業者は、車両系建設機械を用いて作業を行うときは、車両系建設機
械の転倒又は転落による労働者の危険を防止するため、当該車両系建設機械の運行
経路について路肩の崩壊を防止すること、地盤の不同沈下を防止すること、必要な
幅員を保持すること等必要な措置を講じなければならない。
２ 事業者は、路肩、傾斜地等で車両系建設機械を用いて作業を行う場合において、
当該車両系建設機械の転倒又は転落により労働者に危険が生ずるおそれのあるとき
は、誘導者を配置し、その者に当該車両系建設機械を誘導させなければならない。
３ 前項の車両系建設機械の運転者は、同項の誘導者が行う誘導に従わなければな
らない。

バックホウ等の車両系建設機械を走行させる際に、
路肩崩壊防止等、適正な経路を確保する。また、路
肩部等を走行するときには、必ず誘導者を配置しな
ければならない。

ポイント

関係法令基準（３）
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（労働安全衛生規則）
第１６４条 事業者は、車両系建設機械を、パワー・ショベルによる荷のつり上げ、
クラムシェルによる労働者の昇降等当該車両系建設機械の主たる用途以外の用途に
使用してはならない。
２ 前項の規定は、次のいずれかに該当する場合には適用しない。

一 荷のつり上げの作業を行う場合であって、次のいずれにも該当するとき。
イ 作業の性質上やむを得ないとき又は安全な作業の遂行上必要なとき。
ロ アーム、バケット等の作業装置に次のいずれにも該当するフック、シャッ

クル等の金具その他のつり上げ用の器具を取り付けて使用するとき。
（１）負荷させる荷重に応じた十分な強度を有するものであること。
（２）外れ止め装置が使用されていること等により当該器具からつり上げた

荷が落下するおそれのないものであること。
（３）作業装置から外れるおそれのないものであること。

二 荷のつり上げの作業以外の作業を行う場合であって、労働者に危険を及ぼす
おそれのないとき。 ・・・・（続きあり）

バックホウ等の車両系建設機械を主たる用途以外に
使用してはならない。（例外として認められる場合もある）

ポイント

関係法令基準（４）
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（土木工事安全施工技術指針）

第２章 第２節
１．工事区域の立入防止施設

（１）工事現場の周囲は，必要に応じて鋼板，シート又はガードフェンス等防
護工を設置し，作業員及び第三者に対して工事区域を明確にすること。

工事現場内に誤って公衆（第三者）が立ち入るのを防ぐため

・鋼板、シート又はガードフェンス等防護工を設置し、工事区域を

明確にしなければならない。

・固定さく又はこれに類する工作物を設置しなければならない。

ポイント

（建設工事公衆災害防止対策要綱）

第２章 一般事項

第１５ 作業場の区分

２ 施工者は、公衆が誤って作業場に立ち入ることのないよう、固定さく又はこれ
に類する工作物を設置しなければならない。（以下略）

関係法令基準（５）



（建設工事公衆災害防止対策要綱）

第２２（車両交通のための路面維持）
施工者は、道路を掘削した箇所を車両の交通の用に供しようとするときは、埋

め戻したのち、原則として、仮舗装を行い、又は覆工を行う等の措置を講じなけれ
ばならない。
この場合、周囲の路面との段差を生じないようにしなければならない。

やむを得ない理由で段差が生じた場合、５パーセント以内の勾配ですりつける
ものとし、施工上すりつけが困難な場合には、標示板等によって通行車両に予知さ
せなければならない。

道路工事において、やむを得ず路面に段差が生じる
場合は出来る限り勾配が５％以内に収まるよう擦り
付けるとともに、適切に注意看板等を設置する。

ポイント

-２４-

関係法令基準（６）



⑥令和７年度における

建設事故等の発生状況

-２５-



-２６-

参考（R6）年間件数（R7）事故等の分類

１６１５①労働災害（墜落・転落・その他の負傷）

４３②労働災害（重機）

１２③死傷公衆災害

３１２④物損公衆災害（車両）

６１６⑤物損公衆災害（ケーブル）

１２１４⑥物損公衆災害（自転車・その他）

１０⑦重機の水没

２２⑧もらい事故（交通誘導員等）

８６⑨交通事故（第三者）

１０⑩その他（重大事故に繋がる恐れ）

１３⑪その他（資材搬入業者の責）

３８⑫その他（個人の責・病気等）

００⑬病死（心筋梗塞・心因性心臓病）

００⑭コロナ陽性

３１⑮熱中症

５６（６３）７０（８２）総 計

建
設
事
故



発注機関別事故発生状況
県央広域

本部
益城復興
事務所

宇城地域
振興局

上益城地
域振興局

県北広域
本部

玉名地域
振興局

鹿本地域
振興局

阿蘇地域
振興局

県南広域
本部

芦北地域
振興局

球磨地域
振興局

天草広域
本部

市房ダム 氷川ダム 営繕課 住宅課 小計

①労働災害（墜落・転落・その他の負傷） 1 2 3 1 2 2 2 1 1 15

②労働災害（重機） 1 1 1 3

③死傷公衆災害 1 1 2

④物損公衆災害（車両） 1 2 2 2 1 2 1 1 12

⑤物損公衆災害（ケーブル） 2 1 1 3 1 3 5 16

⑥物損公衆災害（自転車・その他） 1 2 1 1 1 1 7 14

⑦重機の水没 0

⑧もらい事故（交通誘導員等） 1 1 2

⑨交通事故（第３者） 2 1 1 2 6

⑩その他（重大事故に繋がる恐れ） 0

⑪その他（資材搬入業者の責） 1 1 1 3

⑫その他（個人の責・病気等） 2 1 2 1 2 8

⑬病死（心筋梗塞・心因性心臓病） 0

⑭コロナ陽性 0

⑮熱中症 1 1

計 2 9 5 5 8 3 2 3 7 4 12 6 2 0 12 2 82

建設事故計 2 7 4 4 6 2 2 3 6 4 9 6 2 0 12 1 70

令和8年3月31日現在 （建設事故：赤字部分）

-２７-

各振興局別の事故件数



⑦平成９年度以降の

建設事故等の発生状況

-２８-



-２９-
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平成９年度以降における建設工事事故等の推移

（資機材納入・病死・個人の責等に係るものを除く）

①労働災害（墜落・転落・その他の負傷） ②労働災害（重機） ③死傷公衆災害
④物損公衆災害（車両） ⑤物損公衆災害（ケーブル） ⑥物損公衆災害（自転車・その他）
⑦重機の水没 ⑧もらい事故（交通誘導員） ⑨交通事故（第三者）
⑩その他（重大事故に繋がる恐れ）

（単位：件）
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平成９年度以降における建設工事事故等の推移

（単位：件）

総報告件数

建設事故等件数



-３１-
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平成９年度以降における建設工事事故等に係る死者数の発生状況

（資機材納入・病死等に係る死者も含む）

（単位：人）

全ての累積死者数

各年度の全体死者数

建設工事事故等の累積死者数



-３２-
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平成９年度以降における建設工事事故等の累積件数

①労働災害（墜落・転落・その他の負傷） ②労働災害（重機）

③死傷公衆災害 ④物損公衆災害（車両）

⑤物損公衆災害（ケーブル） ⑥物損公衆災害（自転車・その他）

⑦重機の水没 ⑧もらい事故（交通誘導員）

⑨交通事故（第三者） ⑩その他（重大事故に繋がる恐れ）

（単位：件）

労働災害（墜落・転落・その他）

交通事故（第三者）

労働災害（重機）



⑧建設工事事故防止の

重点対策の制定について

-３３-



-３４-



⑧事故防止対策について

-３５-

〇紹介
令和８年６月１９日 （一財）熊本県建設技術センター研修会
研修名「公共事業と安全管理」



※サンプル画像です。この状態で施工はしていません。

撮影：ドボアス㈱ 協力：芦北地域振興局土木部

（参考）AIを活用した事故防止対策

-３６-

〇紹介
令和８年６月１９日 （一財）熊本県建設技術センター研修会
研修名「公共事業と安全管理」



（AI回答）労働安全上配慮すべき３点

① 掘削部周辺の崩壊・転落防止：掘削斜面が急で、上部に重機（クレーン車）が配置されている

ため、地盤の安定性確認と崩壊防止措置（矢板・土留め・法面養生）が必須。作業員の転落防止

として、立入禁止柵・ロープ・警告表示を設置する。雨天時はブルーシートの滑りやすさに注意し

、排水路確保と滑落防止措置を行う。

② 重機作業と人の動線の分離：クレーン車が掘削部近くで稼働しているため、吊り荷下立入禁

止区域の明示と誘導員の配置が必要。作業員の通路（梯子・仮設階段）は、重機旋回範囲外に確

保する。クレーンアウトリガー下の地盤沈下防止（敷板・安定確認）も重要。

③ 材料・工具の整理整頓と落下防止：掘削底部や斜面に資材が散乱しており、足場不安定・つま

ずき・落下の危険あり。材料置場を区画し、整理整頓・落下防止措置（棚・ロープ固定）を徹底。上

下作業がある場合は、ヘルメット着用・落下物防止ネットを設置。この現場は「掘削＋重機＋型枠

設置」が同時進行しているため、“混在作業”の典型例です。令和9年4月施行の改正労安法では

、こうした現場での連絡調整（作業時間・危険箇所共有・同時作業禁止）が義務化されます。

（AI回答をそのままコピペ）

（参考）AIを活用した事故防止対策

-３７-


